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研究分野：産業組織論 
科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
キーワード：市場のライフサイクル、メディア市場、効率性、政府規制、デジタル化 
 
１．研究計画の概要 
 
(1)動態的変化が著しい市場としてメディア
市場に焦点を当て、市場のライフサイクル
の相違や市場の多面性といった特徴が市場
に与える効果に関する理論的・実証的示唆
を得ることを目的とする。 

 
(2)現時点での主要なメディア産業として地
上放送のデジタル化問題を、衰退産業とし
て新聞市場を、多面性を考慮する素材とし
て有料放送市場をとりあげた分析を行う。
同市場は 2011 年のデジタル化完了により、
大きな変化がもたらされる市場として政策
的・産業的観点から高い関心が寄せられて
いる。 

 
(3)同時に、初期の政府関与が後の成果に大き
な影響を与えると言われる情報通信市場に
関する政策の在り方に関する示唆を得る。 

 
 
２．研究の進捗状況 
 
(1)デジタルテレビの属性に対する消費者選
好を表明選好法により分析し、新機器(ハー
ド面)やコンテンツ(ソフト面)に高い価値を
置く消費者がどのような選択行動をとるか
について検討し、間接ネットワーク効果の
存在、最新情報機器に対する関心の高さが
消費者の選択確率を高めるとの結論を得た。 

 
(2)日本における新聞産業をとりあげ、前年に
行った地上波放送市場と比較し、視聴者お
よび広告という 2 つ収入源(＝市場の二面
性)を有すること、Umbrella Model と呼ば

れる地域・刊行周期等の別による「階層」
ごとに異なる競争が展開されていると想定
されること、等の特徴が与える影響につい
て考察した。 

 
(3)埋没費用が存在する独占競争モデルにお
いては、想定する効用関数の相違によって、
差別化の程度およびプラットフォームの運
営方法に対して、影異なる結論が導かれる。 
まず、Salop-Lerner 型効用関数は自由参

入の結果過剰な多様性をもたらすのに対し、
Dixit-Stigliz 型効用関数を想定した場合に
は参入は過小となり、結果的に多様性も過
小となる。また 2 面性をもつプラットフォ
ームの運営方法については、Salop-Lerner
型効用関数ではプラットフォーム側が管理
運営の主導権を握った場合の方が過剰多様
性による非効率を改善できる一方、
Dixit-Stigliz 型効用関数では、オープン化
を行う方が過小多様性の非効率を解消し相
対的に望ましい事が、理論モデルから導か
れることを本研究では順を追って示した。 
どちらが現実に適合するかについて、有料

放送市場について検証を行った結果、
Dixit-Stigliz 型の効用関数を想定すること
が妥当であることが示された。換言すれば、
現状のプラットフォーム側が管理運営を行
う形態の有料放送市場では多様性が過少に
なっている可能性があり、オープン化によ
り非効率を解消できることが示された。 

 
 
３．現在までの達成度 
 
③やや遅れている。 
 理由は、(a)研究開始 2 年目に大学を移籍し

機関番号：３４４１９ 

研究種目：基盤研究(C) 

研究期間：２００８年度 ～ ２０１１年度 

課題番号：２０５３０２３７ 

研究課題名（和文） 市場の動態的変化と効率性に関する研究 

                     

研究課題名（英文） Research on Dynamic Change of Market and Efficiency 

 

研究代表者 

春日 教測（KASUGA NORIHIRO） 

 近畿大学・経営学部・准教授 

研究者番号：５０３６３４６１ 



 

 

初年度の事務作業に時間を要したこと、(b)
査読プロセスに時間を要していること、(c)
情報通信分野の規制に関する諸問題に関す
る整理・分析が当初予定以上に時間を要し
たこと、である。 

 
 しかし(a)は一時的問題であるし、(b)は研究
作業には不可避の課題、かつ(c)は 5.に記載
した報告書の他、研究会やシンポジウムで
のパネリスト等という形で研究成果を還元
可能である。結論として最終年度に注力す
ることで、回復可能な遅れであると考えら
れる。 

 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
  研究の遅れを取り戻すべく、本課題に収
集的に取り組み、今までの研究成果を学術
誌に刊行できるよう引き続き努力する。 
最終年度の課題としては、すべてのメデ

ィア市場をつなぐ広告市場に焦点を当てた
分析を行いたい。広告費の代替性を中心と
した分析を行うことで今までの研究成果を
つなぐ結果を考察し、研究全体の総括を試
みたいと考えている。 

 
 
５. 代表的な研究成果 
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